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 科学と価値判断の関係は、科学哲学的な議論（価値論）において、特に、決定不全性

や帰納に伴うリスクとの関連で長く論じられてきた。そこでの主な対象は、純粋な科学

的推論や知識生産活動としての科学というよりも、社会の中で実践される科学であり、

議論は、そのような科学における様々なステージ（課題設定、方法選択、データ解釈、

不確実性判断など）に作用する価値の種類や役割についてのものである。[1]、[2] 

  近年、社会の中で実践される科学という観点から我が国で大きな問題となった事象の

ひとつに、東北地方太平洋沖地震（2011 年 3 月 11 日発生）がある。この巨大地震の発

生場所や規模については、防災政策上の課題としての「地震長期評価」における地震学

的な「想定外」であったとされ、その後の地震対策をはじめとした我が国の防災政策に

おいて「想定外を想定する」という目標を生む契機となった。 

科学哲学の価値論においては、地球科学の中でも気候科学（地球温暖化予測）に関連

した議論は活発に行われているが、地震学などの固体地球科学を対象とした議論は極め

て限られている。科学哲学の価値論は、この地震長期評価上の「想定外」問題をどのよ

うに扱いうるだろうか。 

  松王は、この問題について、地震学的な研究成果の不確実性に関するアウトリーチが

不十分であったとする地震学コミュニティーの反省に注目し、科学的成果の情報伝達に

おける科学者の「倫理的責任」に関わる価値の問題として論じている[1]。すなわち、「不

確実性判断」における価値の役割論の視点である。しかし、現在の防災政策において「想

定外を想定する」ことが目標とされるようになった状況を踏まえれば、この問題を扱う

うえでは、科学実践のより上流側の地点への着目も必要であると考えられる。 

「あの」巨大地震発生前の地震長期評価に関する上流地点、科学知識形成の過程（方

法選択やデータ解釈など）については、先の地震学コミュニティーの反省とは別に、地

震学者による興味深い２つの見解が存在する。 

１つは、その時点において、地震長期評価に関わる地震学コミュニティー内では思い

つかれなかったが、既存の観測データで同様に支持され、巨大地震に至る帰結を予測し

得た「代替理論」が、そのコミュニティーにおける科学知識形成の枠組みのすぐ外側に

存在していたとする見解[3]。もう１つは、地震長期評価は政策主導の枠組みの中で行わ

れた科学知識形成の要素を強く持っていたことを強調する見解[4]である。これらの見

解は、K.Stanford の概念を援用すれば the Problem of Unconceived Alternatives (PUA）

[5]ともいうべき認識的状況が、ある種の科学体制下での科学実践において、当時、過渡

的な状況として顕在化していたことを示唆している。  

 この状況を、科学哲学的な価値論として論じるうえでは、従来の価値論とは異なる２

つの視点が必要になると考える。１つは、従来の価値論が、主に理論（モデル、仮説）



の選択あるいは受け入れという問題を念頭に、そこでの価値の作用に着目した議論を行

ってきたことに対し、ここでは「未知の代替理論の存在可能性」、すなわち科学理論の

決定不全性の中でも Stanford[5]や Turnbull[6]が主張する意味での「過渡的決定不全性」

に着目する必要があること。もう１つは、従来の議論が価値判断の主体として科学者（コ

ミュニティー）に重点を置いていたのに対して、より意思決定者（政策担当者）側の意

図を踏まえた視点に立つ必要があることである。この意味で、この「想定外」および「想

定外を想定する」という状況と課題には、従来の科学者責任論あるいは価値自由論的な

観点からの価値論だけでは捉えにくい側面があると考えられる。 

 本報告では、この２つの課題を検討するにあたり、現代科学と創造性に関する社会認

識論として A.Currie が展開する、人類の生存を脅かす規模の災厄リスク（X-risk）に

「適応する科学」（well-adapted science）という概念に関する議論[7]と、政策過程への

科学知識調達主体としての「技術系行政官」の特性と役割に着目した藤田の行政学的見

解[8]を参照する。前者からは、代替理論の存在可能性の追求が要請される認識的状況に

おける状況適応的な理論探求モードの選択と、意思決定者による価値マネジメントの関

連について、また後者からは、その価値マネジメントと意思決定者の科学知識調達主体

としての意図との関連について、参照点を得ることができる。 

そのうえで、応用科学哲学的観点から、この「想定外」問題を、未知の代替理論の存

在可能性に関わる過渡的決定不全性と価値の関係論の枠組みのもとに改めて捉えなお

し、実践的な教訓の導出を試みる。 
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